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What is…

“this is japan.” ?
私たちは、2011年から「JAPAN SENSES」と題して、

日本の伝統・文化・美意識がつくり出す価値を再認識し、

新しい価値としてお客さまに提供してきました。

そして2015年からは、この取り組みをさらに深化させた

企業メッセージ「this is japan.」を掲げ、

品ぞろえはもちろん、お客さまをおもてなしする心づかい、立居ふるまいも含め、

日本の四季で育まれた五感を生かし、企業活動に磨きをかけています。

「this is japan.」は、未来に向かって、新しい三越伊勢丹グループをつくり上げる――

そうした私たちの意志と行動の基盤、「こころがまえ」を示すメッセージであり、

「this is japan.」を合い言葉に日本の文化や暮らしに根ざした

さまざまな「モノ」「コト」を国内外へ発信し続けています。
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2016年の展開　　　　
「this is japan.」発信2年目の2016年は、「ラグビーワールドカップ2015」で日本代表を
率いたラグビー前日本代表ヘッドコーチのエディー・ジョーンズ氏を広告に起用。「あなた
に、期待してください。」というメッセージとともに、「this is japan.」の浸透を図っています。
インスタグラム ♯_this is  japan
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三越伊勢丹グループ

グループビジョン
「常に上質であたらしいライフスタイルを創造し、

お客さまの生活の中のさまざまなシーンでお役に立つことを通じて、

お客さま一人ひとりにとっての生涯にわたるマイデパートメントストアとなり、

高収益で成長し続ける世界随一の小売サービス業グループ」となる。

伊勢丹新宿本店婦人フロア
リモデルグランドオープン。

「株式会社三越伊勢丹」設立。

1886 1904 1928 1930 1933 1968 2004 2008 2010 2011 2013 2014 2015

三井高利が江戸本町一丁目に
呉服店「越後屋」を開業。
店頭現銀売りを始めた。

「株式会社三越呉服店」設立。
「デパートメントストア宣言」を発し、
日本初の百貨店となる。

神田旅籠町に
「伊勢屋丹治呉服店」を創業。

新館完成により
「新・日本橋三越本店」
オープン。

「株式会社三越伊勢丹ホールディングス」設立。

三越銀座店増床リモデルオープン。銀座店開店。

「株式会社三越」と改める。

「株式会社伊勢丹」設立。

新宿に本店開店。

本店「男の新館」
オープン。

駿河町越後屋図　
奥村政信・画

伊勢屋丹治呉服店

三越伊勢丹グループのあゆみ

1673
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日本の人口
約1億2,700万人

三越伊勢丹
年間入店客数

日本の人口の

1.5約 倍

その他の百貨店
三越伊勢丹
ホールディングス

At a Glance

数字で見る三越伊勢丹グループ

従業員数（国内グループ全体、短期アルバイト・研修生を除く）

5,0002約 万 人
（2015年3月現在）

年間入店客数（国内グループ百貨店） 年間売上高（グループ全体）

2億人
以上

1兆2,000
億円
以上

国内百貨店年間売上高
シェア約20％（2015年度）
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1m

1m

＝100万円

国内外店舗数（持分法適用関連会社を含む）

（2016年4月現在）

売場1m2当たりの年間売上高（伊勢丹新宿本店） 

インバウンド売上高（国内グループ百貨店）

（2015年度）

約350万円
以上

600億円
以上

店舗国内27
店舗海外31
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経営戦略

社会の変化 中期経営計画の基幹戦略

少子高齢化の進行

消費者ニーズの多様化

インバウンドの拡大

働く女性の増加

デジタルテクノロジーの進展

4つの基幹戦略を推進し、2018年度の連結営業利益500億円の達成と
その先の持続的成長を図っていきます。

基幹戦略と事業展開

● 世界基準で評価される、独自性・顧客価値の高いモノ・コト・
ソリューション（コンテンツ）、さらにそれらを融合させた
新しいライフスタイルを提案

基幹戦略1

顧客価値の高いコンテンツの創出

基幹戦略2

顧客接点の拡大と充実
●グループ最大の強みである基幹3店（伊勢丹新宿本店、
三越日本橋本店、三越銀座店）において継続的に顧客接点を充実

●グループにあるさまざまなリソースを活用することで、
お客さまの消費スタイルにあった顧客接点を各エリアで展開

基幹戦略3

生産性向上の推進
● 新しい仕組みを構築（ビジネスモデルの改革）
●小売グループとして培ってきた編集力・MD力を活かした
商業不動産事業を展開

●  全国に保有する自社不動産を最大限に活用

基幹戦略4

グループリソースを活用するための基盤強化
●百貨店事業を中心に構築してきた基盤など、
グループの持つ資源をグループ全体で活用

●グループのノウハウ・資源をさらに蓄積し、
営業面・業務運営面・コスト面で一層の効果を創出
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コーポレート・ガバナンス

経営基盤強化（人財育成／グループマーケティング）

百貨店を柱とした事業の強化 さらなる成長に向けて新規事業の育成

基幹3店

支店・地域店

海外店

中・小型店

百貨店EC

カード

飲食

ブライダル

人材サービス

旅行

医療モール

サロン

スーパーマーケット

仕入構造改革

など
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三越伊勢丹グループは長年培ってきたノウハウ・リソー

スを結集することで、「常に上質であたらしいライフスタイル

を創造し、お客さまの生活の中のさまざまなシーンでお役に

立つことを通じて、お客さま一人ひとりにとっての生涯にわ

たるマイデパートメントストアとなり、高収益で成長し続け

る世界随一の小売サービス業グループ」となることを目指し

ております。その実現に向けて、2011年から日本の良き伝

統、文化を新しい価値としてご提供する「JAPAN SENSES

（ジャパンセンスィズ）」に取り組んでおります。また、2015年

からはそれを深化させた「this is japan.」を企業メッセージ

に掲げ、商品やサービスの独自性に磨きをかけ、世界に認め

られるあたらしい価値の創出を進めてまいりました。

こうした取り組みの結果、2015年度の売上高は、上期

に伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店の基幹

3店舗を中心に売上が順調に推移し、1兆2,872億円（前

年同期比101.2%）、約151億円の増収となりました。ま

た、営業利益も331億円（同100.1%）と若干の増益となり

ましたが、売上高、営業利益とも計画に対しては未達とな

りました。

2016年度の売上高は、1兆3,600億円（前年同期比

105.7%）で727億円の増収（エムアイカードのポイント化

による影響を除くと、同102.8%、356億円の増収）、営業

利益については370億円を見込んでおります。

インバウンド消費が一巡し、また衣料品の苦戦から足元

の売上の回復が遅れ、利益面も厳しい状況ではあります

が、独自性の高い商品のさらなる強化と、中・小型店、EC

など販売チャネルの拡大によって、売上の増加と利益率の

向上を図り、計画の達成を目指してまいります。

三越伊勢丹ホールディングスは、企業価値の長期的な

向上を図りつつ安定的な配当水準を維持することを基本

姿勢としながら、経営環境、業績、財務の健全性を総合的

に勘案し、株主の皆さまへの利益還元を図っております。

これに基づき、2016年度の配当金につきましては、中間

配当6円に期末の6円を加えた年間12円を予定しておりま

す。今後は配当性向20%を目指してまいります。

今後の経済環境につきましては、中国経済の減速や、

円高、株安傾向など、厳しい状況が予想され、個人消費に

つきましても中間層のみならず、全体的な鈍化により本格

的な回復が遅れる可能性があります。

このようななかにあって当社グループは、さらなる成長

を実現すべく、集中的な投資と事業の効率化を行いつつ、

引き続き中長期戦略の推進にスピードを持って取り組ん

でいくことで、他社にはない絶対的な価値を創造し、持続

的な企業価値向上を目指してまいります。

また、株主様をはじめステークホルダーの皆さまと真摯

に向き合い、かけがえのない信頼関係を築いてまいります。

株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご支援ご

鞭撻を賜りますよう、何卒よろしくお願い申しあげます。

トップメッセージ

2018年度 営業利益500億円の達成と
その先の持続的な成長に向けて、
絶対的な価値を創造し続けます。

代表取締役社長執行役員　大西 洋

2015年度の業績
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三越伊勢丹グループは長年培ってきたノウハウ・リソー

スを結集することで、「常に上質であたらしいライフスタイル

を創造し、お客さまの生活の中のさまざまなシーンでお役に

立つことを通じて、お客さま一人ひとりにとっての生涯にわ

たるマイデパートメントストアとなり、高収益で成長し続け

る世界随一の小売サービス業グループ」となることを目指し

ております。その実現に向けて、2011年から日本の良き伝

統、文化を新しい価値としてご提供する「JAPAN SENSES

（ジャパンセンスィズ）」に取り組んでおります。また、2015年

からはそれを深化させた「this is japan.」を企業メッセージ

に掲げ、商品やサービスの独自性に磨きをかけ、世界に認め

られるあたらしい価値の創出を進めてまいりました。

こうした取り組みの結果、2015年度の売上高は、上期

に伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店の基幹

3店舗を中心に売上が順調に推移し、1兆2,872億円（前

年同期比101.2%）、約151億円の増収となりました。ま

た、営業利益も331億円（同100.1%）と若干の増益となり

ましたが、売上高、営業利益とも計画に対しては未達とな

りました。

2016年度の売上高は、1兆3,600億円（前年同期比

105.7%）で727億円の増収（エムアイカードのポイント化

による影響を除くと、同102.8%、356億円の増収）、営業

利益については370億円を見込んでおります。

インバウンド消費が一巡し、また衣料品の苦戦から足元

の売上の回復が遅れ、利益面も厳しい状況ではあります

が、独自性の高い商品のさらなる強化と、中・小型店、EC

など販売チャネルの拡大によって、売上の増加と利益率の

向上を図り、計画の達成を目指してまいります。

三越伊勢丹ホールディングスは、企業価値の長期的な

向上を図りつつ安定的な配当水準を維持することを基本

姿勢としながら、経営環境、業績、財務の健全性を総合的

に勘案し、株主の皆さまへの利益還元を図っております。

これに基づき、2016年度の配当金につきましては、中間

配当6円に期末の6円を加えた年間12円を予定しておりま

す。今後は配当性向20%を目指してまいります。

今後の経済環境につきましては、中国経済の減速や、

円高、株安傾向など、厳しい状況が予想され、個人消費に

つきましても中間層のみならず、全体的な鈍化により本格

的な回復が遅れる可能性があります。

このようななかにあって当社グループは、さらなる成長

を実現すべく、集中的な投資と事業の効率化を行いつつ、

引き続き中長期戦略の推進にスピードを持って取り組ん

でいくことで、他社にはない絶対的な価値を創造し、持続

的な企業価値向上を目指してまいります。

また、株主様をはじめステークホルダーの皆さまと真摯

に向き合い、かけがえのない信頼関係を築いてまいります。

株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご支援ご

鞭撻を賜りますよう、何卒よろしくお願い申しあげます。

2016年度の業績予想

株主還元について
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事業の概況と戦略

独自性のある店舗づくりで新しい価値を提供

百貨店（基幹3店）

“世界最高のファッションミュージアム”
伊勢丹新宿本店

“カルチャーリゾート百貨店”
三越日本橋本店

デジタルテクノロジーで
新たな価値を提案

日本文化の発信拠点として
多様なプロモーションを展開

“未来のデパートメントストア”を表現
した「ISETAN MEN’S × Microsoft 
Surface～未来を纏え～」を開催
（2016年2月）

最新デジタル技術とファッションを融
合したイベントを開催。バーチャル
フィッティング体験鏡「Memomi（メ
モミ）」などを展示（2015年8月）

目的のショップへ
のナビゲーション
をはじめ、タイムリー
なおすすめ情報やイベント案内な
ど、買物をより快適にするアプリ
「ISETANナビ」を提供（2015年4月）

人気スタイリストのスタイリングセン
スを学習したSENSYを体感できる店
頭接客を展開（2016年3月）

先端テクノロジーを活かしたさまざまなイベントを展開

日本の伝統技術を取り入れた紳
士向けのオリジナルブランド
ショップ「セキトワ（SEKItoWA）」
オープン（2016年2月）

日本らしいライフスタイルを提案

「新しい味覚と出会う 創造の場」
をコンセプトに、お客さまに季節
の食を通して、楽しみ、遊んでい
ただく体感の場「自遊庵」をオー
プン（2016年3月）

日本の食文化を五感で体験

日本ならではの暮らしや文化を
提案するプロモーションスペー
ス「ギャラリー ライフ マイニング」
をオープン（2016年2月）

伊勢丹新宿本店は「Art ･ Music ･ Future & Entertainment」の具現化を、
三越日本橋本店は新しい顧客獲得に向けたアート・文化創造を、
三越銀座店はグローバル顧客に対するフロアの磨き上げを実現します。

人工知能｢SENSY｣で
新しいショッピング体験を提案

センシー
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Next Act ion

リモデル後の本館１階イメージ

“最旬グローバル百貨店”
三越銀座店

大規模リモデルで
“世界最高のおもてなし”を実現

世界中からご来店いただくお客さまに“最高のおもてなし”を提供する「海外顧
客サービスカウンター」を新設（2015年9月）

最高のおもてなしを海外のお客さまへ

日本の伝統と革新が共存する
上質で洗練された環境のなか、
旅する世界のお客さまに最高
の喜びを提供する市中免税店
「Japan Duty Free GINZA」
をオープン（2016年1月）

沖縄以外で日本初となる空港型市中免税店

各フロアのメインスペースに日
本と世界の最旬スタイルをプ
ロモーションする情報発信基
地「グローバルメッセージ」を
設置（2015年10月）

日本と世界の最新トレンドを発信

伊勢丹新宿本店

三越日本橋本店

三越銀座店
2015年秋の大規模リモデル後のさらなる進化と、
8階空港型免税店の充実を通じて、“最旬グローバ
ル百貨店”の完成を目指しています。

2016年～2017年を目処にレストラン・食品フロ
アのリモデルを実施。国内外食市場の拡大を背景
に、レストランフロアでは、深夜0時までの夜間営業
も視野に入れています。

2018年春に向け120億円を投資し、全館リモデ
ル。建築家の隈研吾氏を起用して“カルチャーリ
ゾート百貨店”の完成を目指しています。
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事業の概況と戦略

多様なコンテンツと店舗を活かして収益を強化

支店・地域店

名古屋イセタンハウス外観

「エリアドミナント戦略」で多様な店舗へ顧客を誘導

地域の母店を中心に中・小型店を集中展開
SPA・自主編集コンテンツを提案

名古屋エリアの例

名古屋
三越栄店

名古屋
三越星ヶ丘店

ラシック

SAKAE
ファッション
モール

駅

中心地
トラフィック

郊外

百貨店（支店・地域店／中・小型店）

これまで開発してきたSPAコンテンツ、自主編集コンテンツの集中展開と、
中・小型店運営モデル（本店連動型ローコストオペレーション）で出店を継続し、
2018年度までに中・小型店を126店舗に拡大することを目指しています。

全国に広がる店舗

空港

（2016年7月現在）

北海道

東北・信越

23

24

25

26

27

丸井今井札幌本店
札幌三越
函館丸井今井
仙台三越
新潟伊勢丹
新潟三越
伊勢丹新宿本店
三越日本橋本店
三越銀座店
伊勢丹立川店
伊勢丹松戸店
伊勢丹浦和店
伊勢丹相模原店
伊勢丹府中店
三越千葉店
三越恵比寿店
三越多摩センター店
静岡伊勢丹
名古屋三越　栄店
名古屋三越　星ヶ丘店
ジェイアール京都伊勢丹
広島三越
高松三越
松山三越
岩田屋本店
岩田屋久留米店
福岡三越

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

支店・地域店

1

2324

25

26

27

2

3

45 6

7 8 9 10
11 12 13 14
15 16 1718

19 20
21

22

東海・北陸

3支店・地域店 3支店・地域店

3支店・地域店

3支店・地域店

九州

近畿・中四国

4支店・地域店

8支店・地域店

関東

支店・地域店 24店舗
中・小型店 103店舗
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伊勢丹新宿本店メンズ館のサロン機能をもつメンズファッションセレ
クトストア

伊勢丹新宿本店がもつ編集力・発信力をベースに、地域特性に応じた
最適な品ぞろえを実現した店舗

中・小型店の出店を加速

お客さまのニーズに応える多様な業態の店舗を全国に出店
2018年度までに中・小型店を126店舗に

新規オープンしたセレクトストア

中・小型店

店舗
79

店舗
3

店舗
13

店舗
5

店舗
3

雑貨、食品をはじめ、ギフト
など百貨店ならではの商
品やサービスも提供

エムアイプラザ・
サテライト
地域密着型店舗

ビジネスパーソンや旅行者
に向けて、メンズ／レディス
ファッションや雑貨を提供

ハネダストア

イセタンサローネ メンズ （丸の内） イセタンハウス （名古屋）

空港ターミナル型店舗

伊勢丹新宿本店のノウハウ
を活かし、ラグジュアリーコ
スメや雑貨をラインアップ

イセタンミラー
商品切り出し型店舗

2015年12月OPEN 約900m2 2016年3月OPEN 約3,000m2

ファッションの独自性・編集
力という強みを凝縮したス
ペシャリティストアを展開

セレクトストア
中規模独自編集型店舗

商品構成の多様なフォー
マットとして、郊外のアウト
レットモール内に展開

アウトレット

現在

103
店舗

2018年度
目標

126
店舗
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仕入構造改革

紡績 販売デザイン加工 パタ－ン 配分出荷

紡績 販売デザイン加工 パタ－ン 配分出荷

FOCUS

価値創出と利益成長に向けて

当初の3カ年計画を上方修正し、2018年度までに
300億円の利益貢献を目指す
価値と価格追求による‘SPAブランド化’と‘絞り込み’
〈NUMBER TWENTY-ONE（婦人靴）・ISETAN MEN’S（紳士）・BPQC・
 Slice of life・ISETAN TARTAN（婦人・雑貨）〉

「SPA型ビジネスモデル」への挑戦で利益を創出

企画・開発など
モノづくりへの関与度を高める

基幹3店で展開

支店・地域店へ拡大

国内外有力百貨店、
セレクトストアへの卸売拡大

外部SPA出店
売上足数No.1の婦人靴「NUMBER TWENTY-ONE」

300
億円以上

180億円

2016～2018年度

仕入構造改革による利益効果

～2015年度

134億円

成長戦略 仕入構造改革／経営基盤強化

製造業　＋　小売業
三越伊勢丹

小売業
製造業製造業

三越伊勢丹

上質で新しいライフスタイルを創造していくために、魅力の高いコンテンツをグローバルに開発・調達。
また、SPA型ビジネスモデルの構築に挑戦し、お客さまのニーズに合う
価値の高い独自商品のご提案と収益力の向上を目指しています。

SPA型ビジネスのモデルケース　　NUMBER TWENTY-ONE

今後

従来
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多様な人財の活躍推進 女性・若手の登用・育成 専門人財の採用

情報戦略本部を新設し、顧客の新しい価値の創出、生産性の向上を目指す
統合顧客データベースを活用し、次世代の経営、顧客価値を支えるシステム基盤を刷新
AIなどを用いた新たなマーケティング手法を確立し、期待を超える新たな価値を提供

経営基盤強化

IT戦略

人財育成強化

最新のITを活用し、次世代の経営、顧客価値を支える
システム基盤を構築

　グループ内データと外部データを活用し、
デジタルマーケティングを推進

融合

グループマーケティング戦略

会員情報基盤

情報基盤の
確立

三越伊勢丹
グループ

カード・WEB会員
Tカード会員

約 万人500 約 万人5,800

情報
メディア

ITでの
試着体験AI接客

アプリ

新たな価値を提供する成長分野の育成へ

「コト」事業
（飲食、ブライダル、旅行など） デジタル事業 グローバル展開
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さらなる成長へ向けて
「モノ」から「コト」へ、事業領域を拡大

三越伊勢丹の優良顧客、長い歴史で得た暖簾の信用力と、
パートナー企業の優れた感性や豊富なノウハウを融合させ、
それぞれの分野でモノ・コトの編集力を活かす

新規事業／ＥＣ事業

ノウハウをもつ企業とのパートナーシップで新規事業への取り組みを強化

新規事業

飲食事業 ブライダル事業 旅行事業
（株）トランジットジェネラルオフィスと新会
社設立。グループ内外のレストラン、カフェを
トータルプロデュース

（株）Plan・Do・Seeと合弁会社設立。次世代
のお客さまに独自のウエディングを提案

旅行事業子会社（株）三越伊勢丹旅行設立。
三越伊勢丹グループならではの上質な旅行
商品を企画・販売

トータルプロデュース

企画・
運営映像

リング・
衣装装花

料理 引出物

トータルプロデュース

建築飲食

アート・
音楽 デザイン

三越プレミアムクルーザー

成長戦略

基幹3店
支店・地域店
中・小型店
海外店
百貨店EC

新規／その他事業
飲食
ブライダル
旅行
サロン
医療モール
人材サービス
カード 
スーパーマーケット
など

百貨店事業

9 :1
百貨店 新規

その他

現在の売上高構成比 将来の売上高構成比イメージ

顧客のライフイベントに沿った「コト」領域でグループの強みを活かした
独自性の高い新規事業を推進するとともに、EC事業を強化し、
中期経営計画の達成に取り組んでいます。

6:4
百貨店 新規

その他
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店頭でのICT※強化
・タブレットによる店頭受注販売  ・店頭での購買商品お渡し

「EC事業」の強化で顧客との接点を拡大

グローバル戦略の新展開

三越伊勢丹オンラインストアの魅力向上 外部への出店

リアル店舗

ECサイト

リアル店舗連携EC

ギフトEC

WEB特化カテゴリーEC

外部EC

越境EC

コンテンツの切り出し

手数料ビジネスの拡大

ラグジュアリーEC

イセタンミラーEC

EC事業

日本の地方の優れたモノやモノづくりの技を紹介する「JAPAN SENSES」キャンペーンを進化させ、
「this is japan.」を合言葉に、モノづくりの背景にある歴史・文化や日本人の精神性も含めて広く世界に
発信する取り組みに注力
グローバルECやアウトバウンドなどのチャネルを活用し、ジャパンコンテンツを世界に発信

クールジャパン機構の協力で
「ISETAN The Japan Store Kuala 
Lumpur」をオープン（2016年10月）

ISETAN The Japan Store Kuala Lumpur 
グランドフロアイメージ

ECの活用へ

「三越伊勢丹オンラインストア」をリソースにEC事業を拡大
店舗やスタイリスト（販売員）とも連携しながらライフスタイル提案を可能とする
ラグジュアリーオンラインストア「NOREN NOREN ISETAN MITSUKOSHI」をオープン、
今後は外部EC、越境ECにもトライしていく

在庫連携、ネットワーク構築

※情報通信技術（Information and Communication Technology）
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三越伊勢丹グループは世界随一の小売サービス業グルー
プの実現をグループビジョンに掲げ、お客さま・従業員・株主
さま・お取組先・地域社会をはじめとするステークホルダーの
皆さまに信頼される企業グループを目指しております。

 

当社グループの企業統治体制は2008年の会社設立以来、
監査役設置会社の形態を採用し、以下の通り監督機能と執行
機能の分離を行い、健全で透明性の高い経営活動と意思決

定の迅速化を推進することにより、企業価値の最大化を図っ
ております。

取締役会
社外取締役３名、取締役５名で構成される取締役会は原則

月１回開催され、グループ全体の経営意思決定の最高機関と
して機能しております。また、社外監査役２名、常勤監査役２
名は、独立した立場で取締役会に出席し、取締役の業務執行
における善管注意義務、忠実義務等の履行状況について監査
する体制を構築しております。

取締役会の諮問機関　指名報酬委員会
取締役会の諮問機関として設置されている指名報酬委員
会は社外取締役３名、取締役２名で構成され、原則月1回開

催され、取締役、執行役員等の人事と報酬に関して審議を行
い取締役会に答申しています。 

監査役および監査役会
監査役は、独立の機関として取締役の職務執行を監査する

ことにより、企業の健全で持続的な成長を確保し社会的信頼
に応える企業統治体制の確立に寄与しております。また、定期
的に代表取締役、会計監査人と意見交換を行うほか、内部監
査部門と内部監査結果等について情報交換を行うことにより
監査の実効性を確保する体制を構築しております。 
社外監査役２名、常勤監査役２名で構成される監査役会は
原則月１回開催され、監査計画に基づき、監査に関する重要
な事項について各監査役より報告を受け、必要に応じて協議
または決議を行っております。 

経営戦略会議
経営戦略会議は取締役会で構成員として承認された執行
役員により構成され、原則週1回開催され、グループの重要事
項について適時・迅速に決議、審議を行っております。

各委員会
経営戦略会議の諮問機関として社内横断的なメンバーで
構成され、グループ経営に関わる重要項目に関して横断的・

継続的に調査研究と答申を行う組織として「コンプライアン
ス・リスクマネジメント委員会」「環境委員会」「グループ企業
理念推進委員会」などを設置しております。

当社グループはグループビジョンの実現に向けた取り組み
を通じて、健全かつ透明性の高いグループ経営と企業価値の
最大化を図り、業務の適正を確保するために、内部統制システ
ム構築の基本方針を実践しています。

取締役および監査役の報酬は、社外取締役３名に代表取
締役２名を加えた合計５名の委員で構成される「指名報酬委
員会」の審議により決定しています。なお、報酬は、毎月定額で
支払われる「基本報酬」、定期的なインセンティブとして年に
一度業績に連動して支払われる「賞与」、中長期インセンティ
ブとして企業価値に連動する「ストックオプション」で構成され
ています。

コーポレート・ガバナンス体制図

マネジメント体制

コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方

企業統治体制

● 経営監督機構

コーポレートガバナンス・ガイドライン

http://www.imhds.co.jp/ir/governance/index.html

代表取締役会長執行役員

経営戦略会議

代表取締役社長執行役員

各委員会

秘書室

経営監督機構

業務執行機構

株主総会

指名報酬委員会 社内2名
社外3名 取締役会 社内5名

社外3名 監査役会（監査役） 社内2名
社外2名

リスクマネジメント室

情報戦略本部 グループ人財
本部 業務本部 営業本部 海外事業本部経営戦略本部
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三越伊勢丹グループは世界随一の小売サービス業グルー
プの実現をグループビジョンに掲げ、お客さま・従業員・株主
さま・お取組先・地域社会をはじめとするステークホルダーの
皆さまに信頼される企業グループを目指しております。

 

当社グループの企業統治体制は2008年の会社設立以来、
監査役設置会社の形態を採用し、以下の通り監督機能と執行
機能の分離を行い、健全で透明性の高い経営活動と意思決

定の迅速化を推進することにより、企業価値の最大化を図っ
ております。

取締役会
社外取締役３名、取締役５名で構成される取締役会は原則

月１回開催され、グループ全体の経営意思決定の最高機関と
して機能しております。また、社外監査役２名、常勤監査役２
名は、独立した立場で取締役会に出席し、取締役の業務執行
における善管注意義務、忠実義務等の履行状況について監査
する体制を構築しております。

取締役会の諮問機関　指名報酬委員会
取締役会の諮問機関として設置されている指名報酬委員
会は社外取締役３名、取締役２名で構成され、原則月1回開

催され、取締役、執行役員等の人事と報酬に関して審議を行
い取締役会に答申しています。 

監査役および監査役会
監査役は、独立の機関として取締役の職務執行を監査する

ことにより、企業の健全で持続的な成長を確保し社会的信頼
に応える企業統治体制の確立に寄与しております。また、定期
的に代表取締役、会計監査人と意見交換を行うほか、内部監
査部門と内部監査結果等について情報交換を行うことにより
監査の実効性を確保する体制を構築しております。 
社外監査役２名、常勤監査役２名で構成される監査役会は
原則月１回開催され、監査計画に基づき、監査に関する重要
な事項について各監査役より報告を受け、必要に応じて協議
または決議を行っております。 

経営戦略会議
経営戦略会議は取締役会で構成員として承認された執行
役員により構成され、原則週1回開催され、グループの重要事
項について適時・迅速に決議、審議を行っております。

各委員会
経営戦略会議の諮問機関として社内横断的なメンバーで
構成され、グループ経営に関わる重要項目に関して横断的・

継続的に調査研究と答申を行う組織として「コンプライアン
ス・リスクマネジメント委員会」「環境委員会」「グループ企業
理念推進委員会」などを設置しております。

当社グループはグループビジョンの実現に向けた取り組み
を通じて、健全かつ透明性の高いグループ経営と企業価値の
最大化を図り、業務の適正を確保するために、内部統制システ
ム構築の基本方針を実践しています。

取締役および監査役の報酬は、社外取締役３名に代表取
締役２名を加えた合計５名の委員で構成される「指名報酬委
員会」の審議により決定しています。なお、報酬は、毎月定額で
支払われる「基本報酬」、定期的なインセンティブとして年に
一度業績に連動して支払われる「賞与」、中長期インセンティ
ブとして企業価値に連動する「ストックオプション」で構成され
ています。

● 業務執行機構

内部統制システム

役員報酬

内部統制システム構築の基本方針

http://www.imhds.co.jp/ir/governance/internal-control.html

9
（3）

14
（5）

5
（2）

177
（32）

240
（51）

63
（19）

5
（－）

5
（－）

－
（－）

5
（－）

5
（－）

－
（－）

58
（－）

58
（－）

－
（－）

48
（－）

48
（－）

－
（－）

取締役および監査役の報酬等の額

区分

取締役
（うち社外）

監査役
（うち社外）

合計

定額報酬

支給人員（名） 支給額（百万円）

役員賞与

支給人員（名） 支給額（百万円）

ストックオプション

支給人員（名） 支給額（百万円）
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当社グループでは、グループ全社の総合的なリスクマネジ
メントの実現を目的として「リスクマネジメント基本規程」を定
め、平時のリスク管理および緊急時の危機管理について諸施
策を講じています。
また、当社グループを取り巻くリスクを可視化し、発生時の
影響を最大限軽減するための対策を強化すべく、毎年リスク
の影響度・発生頻度を分析した「リスクマップ」を作成し、環境
の変化に応じたターゲットリスクを決定・対策を講じることに
より、リスクマネジメントを推進しています。

経営直下の独立した部門としてグループ全体を取り巻くリ
スクを一元的に統括しマネジメントを推進しております。

平時のマネジメントとして、企業価値を損なうリスクや品
質・安全・衛生・労働に対するリスクマネジメント、コンプライ
アンスの徹底、内部統制の質の向上、コーポレート・ガバナン
スの充実に向けた取り組みを行っております。
リスク発現（発生）時においては迅速かつ機動的なリスク対
応を行っております。

経営戦略会議の諮問機関として、潜在的なリスクやリスク
発生時の影響を最大限軽減するために各リスクに関する実行
状況を監視し、グループ全社の統合的なリスクマネジメントの
実現に向けた推進をしております。
委員会は代表取締役社長が委員長を務め、委員長が指名

した構成委員22名、合計23名で構成されております。
また、委員会にはオブザーバーとして監査役のほか関連部
署が出席し、情報共有を行っております。

リスクマネジメント体制図

マネジメント体制

リスクマネジメント

基本的な考え方

推進体制

● コンプライアンス・リスクマネジメント委員会

● リスクマネジメント室

全社的な
リスクマネジメント
体制の構築と運営

日常的なリスク対応と
個別的な
リスクマネジメント

取締役会

代表取締役

経営戦略会議

監査役（会）

プロジェクト
〈BCP、サイバーリスク対策〉

リスク管理部門

コンプライアンス・
リスクマネジメント委員会
（委員長：社長　
 副委員長：常務）

リスク
対策部会

公正取引
推進部会

営業本部営業推進部
営業コンプライアンス担当

業務本部総務部
総務担当・法務担当

各リスク所管部署

リスクマネジメント室 リスクマネジメント担当
内部監査担当

事業部門

国内各店舗 各商品グループ
統括部 各事業部国内関係会社 海外各店舗 HDS各本部
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当社グループは、グループで働く従業員が、法令をはじめ倫
理や社会規範・ルール等を遵守していくために、コンプライア
ンスを価値観や意識・行動まで根付かせ実践していくことが
重要であると考えています。このために、役員および従業員の
行動規範として『三越伊勢丹グループ企業理念』を制定し、全
社に浸透を図るとともにコンプライアンス体制の維持向上に
取り組み、社会的信頼の確保を行っています。

業務遂行の適法性や妥当性を監査するために、独立した部
門としてリスクマネジメント室に内部監査部門を設置し、体制
を整備しております。
従業員には、お客さま・お取組先との関係性において順守す

べき法令や従業員としての倫理行動基準を定めた『コンプラ
イアンスガイドブック』を共有し、日々の業務における法令順
守の周知徹底を図っております。

当社グループではお客さまからお預かりする個人情報を適
切に管理し、正しく利用するために『プライバシーポリシー』を
制定・公開し、お客さまの信頼とご期待にお応えてしています。
また、プライバシーポリシーに基づき『個人情報取扱規程』
を定め、お客さまの個人情報の適切な利用と厳重な保護・管
理を行っております。

当社グループでは社内の未公開の重要な内部情報の取り
扱いについて『インサイダー取引防止規程』を定め、情報の厳
重な管理と意識向上に向けた取り組みを行うことで証券市場
やステークホルダーの皆さまから信頼される運用体制の整備
と運用を行っています。
役員をはじめ特定部門に所属している従業員が株式等を
売買する際には事前届出を義務付ける等、インサイダー取引
の未然防止を図る体制を整備しております。

当社グループではIR活動（株主様・投資家様への広報活
動）において、株主様・投資家様のご信頼と共感を得られる企
業を目指し『IRポリシー』を制定・公開し、公平な情報開示やコ
ミュニケーションの充実を図っております。

当社グループではグループ内で不当行為等が発生した場
合にその事実を速やかに認識し改善していくために『グルー
プホットライン規程』を定めています。社内通報システムとし
て『グループホットライン』を設置し、当社グループで働く全従
業員と当社グループとお取引のあるお取組先の全従業員が
社内外の窓口を利用し、内部通報が出来る仕組みを運用して
います。

当社グループでは、『内部統制システム構築の基本方針』に
おいて反社会的勢力との関係遮断、不当要求の拒絶、被害の
防止を掲げております。

● 個人情報の保護

● IRポリシーの制定

● 内部通報制度

● 反社会的勢力への対応

● インサイダー取引の防止

コンプライアンス

基本的な考え方

推進体制

主な取り組み
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社内取締役
※現任

代表取締役会長執行役員

石塚 邦雄  1949 年9 月11 日生
1972年5月　（株）三越入社
2012年2月　当社代表取締役会長執行役員※

2012年4月　（株）三越伊勢丹代表取締役会長執行役員※

2013年6月　積水化学工業（株）取締役※

代表取締役社長執行役員

大西 洋  1955年6月13日生
1979年4月　（株）伊勢丹入社
2012年2月　当社代表取締役社長執行役員※

（株）三越伊勢丹代表取締役社長執行役員※

2016年5月　日本百貨店協会会長※

取締役専務執行役員 経営戦略本部長

杉江 俊彦  1961年2月15日生
1983年4月　（株）伊勢丹入社
2012年6月　当社取締役常務執行役員経営戦略本部長
2013年4月　（株）三越伊勢丹取締役常務執行役員経営戦略本部長
2016年4月　当社取締役専務執行役員経営戦略本部長※

（株）三越伊勢丹取締役専務執行役員経営戦略本部長※

取締役常務執行役員 業務本部長 兼 管財部長

和田 秀治  1956年1月4日生
1978年6月　（株）三越入社
2016年4月　（株）三越伊勢丹取締役常務執行役員業務本部長※

2016年6月　当社取締役常務執行役員業務本部長兼管財部長※

マネジメント体制

役員一覧

10 9 8 11 12

76

2 1

345
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

　杉江 俊彦
　和田 秀治
　竹田 秀成

　瀧野 良夫
　槍田 松瑩
　井田 義則

　永易 克典
　宮田 孝一
　藤原 宏髙

取締役専務執行役員 営業本部長

松尾 琢哉  1958年12月27日生
1982年4月　（株）伊勢丹入社
2015年4月　当社取締役専務執行役員営業本部長※

（株）三越伊勢丹取締役専務執行役員営業本部長※

、
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社外取締役
※現任

監査役
※現任

取締役（独立役員）

槍田 松瑩  1943年2月12日生
1967年4月　三井物産（株）入社
2007年6月　（株）東京放送ホールディングス取締役※

2009年4月　三井物産（株）取締役会長
  （株）TBSテレビ取締役※

2009年5月　公益社団法人ベトナム協会会長※

2013年6月　当社取締役※

2013年11月 （株）海外需要開拓支援機構取締役※

2014年6月　（株）野村総合研究所取締役※

2015年6月　三井物産（株）顧問※

選任理由　事業法人の経営者として、社内コンプライアンス意識の徹底や
制度改革、業績向上の実績があり、その豊富な経験と見識を当
社の経営に反映し、独立した立場から当社の取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言をいただける
と判断し、選任。

活動状況　当事業年度中に開催の取締役会15 回のうち14 回に出席。

常勤監査役

竹田 秀成  1954年7月5日生
1978年4月　（株）三井銀行入行
2006年5月　（株）三越入社
2015年6月　当社常勤監査役※

取締役（独立役員）

井田 義則  1943年5月18日生
1966年4月　いすゞ自動車（株）入社
2012年6月　同特別相談役※

2013年6月　当社取締役※

選任理由　事業法人の経営者として、抜本的な構造改革に取り組み、業績
の大幅な改善を行った実績があり、その豊富な経験と見識を当
社の経営に反映し、独立した立場から当社の取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言をいただける
と判断し、選任。

活動状況　当事業年度中に開催の取締役会15回のうちすべてに出席。

常勤監査役

瀧野 良夫  1956 年5 月11 日生
1981年4月　（株）伊勢丹入社
2016年6月　当社常勤監査役※

監査役

宮田 孝一  1953 年11 月16 日生
1976年4月　（株）三井銀行入行
2010年4月　（株）三井住友フィナンシャルグループ専務執行役員
2011年4月　同取締役社長※

（株）三井住友銀行取締役※

2014年6月　ソニー（株）取締役※

2016年4月　三井生命保険（株）取締役※

2016年6月　当社監査役※

選任理由　金融機関の経営者としての豊富な経験と財務に関する知見を
当社の監査に反映していただくとともに、当社の取締役会にお
いて、意思決定の妥当性・適正性を確保すべく適切な助言・提
言をいただけるとの判断から選任。

監査役（独立役員）

藤原 宏髙  1954 年5 月21 日生
1985年4月　飯島山田法律特許事務所入所
1995年4月　ひかり総合法律事務所設立
2007年4月　慶應義塾大学法務研究科（法科大学院）非常勤講師※

2015年1月　弁護士法人ひかり総合法律事務所設立 代表弁護士※

2016年6月　当社監査役※

選任理由　長年にわたる弁護士活動で培われた高い見識を当社の監査や
コンプライアンス体制の構築・維持に発揮していただくととも
に、独立した立場から、当社の取締役会において、意思決定の
妥当性・適正性を確保すべく適切な助言・提言をいただけると
の判断から選任。

取締役

永易 克典  1947年4月6日生
1970年5月　（株）三菱銀行入行
2012年4月　（株）三菱東京UFJ銀行取締役会長
2013年6月　新日鐵住金（株）監査役※

2014年6月　当社取締役※

三菱自動車工業（株）監査役※

2016年3月　キリンホールディングス（株）取締役※

2016年4月　（株）三菱東京UFJ 銀行相談役※

選任理由　長年にわたる金融機関の経営者としての豊富な経験と財務に
関する知見を当社の経営に反映していただけること、また、幅
広い見識で当社の取締役会において意思決定の妥当性・適正
性を確保するための助言・提言をいただけると判断し、選任。

活動状況　当事業年度中に開催の取締役会15回のうちすべてに出席。
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ファクトデータ

会社概要／連結会社一覧

国内　

・（株）三越不動産は、2015年4月1日付で、商号を（株）三越伊勢丹不動産に変更しております。
・（株）三越伊勢丹プロパティ・デザインと（株）三越環境デザインは2014年10月1日付で（株）三越伊勢丹プロパティ・デザインを存続会社として合併しました。
・（株）三越伊勢丹旅行は（株）三越伊勢丹の旅行事業を分社化し、2015年7月1日に事業開始しました。

株式会社三越伊勢丹ホールディングス

Isetan Mitsukoshi Holdings Ltd.

1. 百貨店業等の事業を行う子会社およびグループ
会社の経営計画・管理ならびにそれに附帯または
関連する事業

2. 百貨店業等の事業

代表取締役会長執行役員 石塚 邦雄
（兼 株式会社三越伊勢丹 代表取締役会長執行役員）
代表取締役社長執行役員 大西 洋
（兼 株式会社三越伊勢丹 代表取締役社長執行役員）

社名

英文社名

事業内容

代表者

2008年（平成20年）4月1日

〒160-0022 東京都新宿区新宿五丁目16番10号

502億円

3月31日

12,363名（2016年4月1日現在）

会社設立

本社

資本金

決算期

社員数

会社概要

連結会社一覧

百貨店事業

クレジット・金融・
友の会事業

小売・専門店業

通信販売事業 物流業

製造・輸出入等・卸売業

その他事業

不動産管理業

情報処理サービス業

総合人材サービス業

（株）三越伊勢丹ホールディングス
（株）三越伊勢丹
（株）札幌丸井三越
（株）函館丸井今井
（株）仙台三越
（株）名古屋三越
（株）静岡伊勢丹
（株）新潟三越伊勢丹
（株）広島三越
（株）高松三越
（株）松山三越
（株）岩田屋三越

イセタン（シンガポール） Ltd. 
イセタン オブ ジャパン 
Sdn.Bhd.

（株）三越伊勢丹ビジネス・
サポート

（株）三越伊勢丹ギフト・
ソリューションズ
（株）レオテックス
（株）レオマート
（株）センチュリー
トレーディングカンパニー
イセタンミツコシ（イタリア）S.r.l. 

（株）スタジオアルタ
（株）三越伊勢丹旅行

（株）三越伊勢丹通信販売　

（株）三越伊勢丹不動産
（株）三越伊勢丹プロパティ・
デザイン

（株）三越伊勢丹システム・
ソリューションズ

（株）三越伊勢丹ヒューマン・
ソリューションズ

イセタン（タイランド） Co.,Ltd.  
伊勢丹（中国）投資有限公司
上海梅龍鎮伊勢丹百貨
有限公司
天津伊勢丹有限公司
天津濱海新区伊勢丹百貨
有限公司
成都伊勢丹百貨有限公司
イタリア三越 S.p.A
米国三越 INC． 

（株）エムアイカード
（株）エムアイ友の会

（株）三越伊勢丹フードサービス
（株）マミーナ

海外
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株式情報

株式の状況 （2016年3月31日現在）

発行可能株式総数
1単元の株式数：100株

金融商品取引業者

金融機関
0.04%
金融商品取引業者
0.03%
その他の法人
0.64%
外国人（法人・個人）
0.31%
地方政府・地方公共団体
0.00%

1,500,000,000株 株主数 204,173名

発行済株式総数
うち自己株式数：3,464,401株

395,118,414株

株式数比率 株主数比率

個人その他

98.98%

28.22%
金融機関個人その他

22.95%
外国人（法人・個人）

30.54%

1.97%

16.32%
その他の法人

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口）

公益財団法人三越厚生事業団 

三越伊勢丹グループ取引先持株会

清水建設株式会社

JP MORGAN CHASE BANK 380055

明治安田生命保険相互会社

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

三井住友海上火災保険株式会社

STATE STREET BANK WEST CLIENT-TREATY 505234

25,285,300

18,952,200

13,667,832

7,808,378

6,200,000

5,854,488

5,697,279

5,342,995

5,299,805

5,263,891

6.46

4.84

3.49

1.99

1.58

1.49

1.45

1.36

1.35

1.34

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

大株主 （2016年3月31日現在）
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お問い合わせ
株式会社 三越伊勢丹ホールディングス
業務本部 総務部
IR・株式担当
http://www.imhds.co.jp/
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